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はじめに 高額療養費制度とは

医療費が高額になった場合、「高額療養費制度」で払い戻しが受けられます。高額療養費
制度とは、医療機関や薬局の窓口で支払った1ヵ月（月の初めから終わりまで）の医療費が
自己負担上限額を超えた場合に、加入している医療保険から払い戻しを受けられる制度です。

（医療保険における）世帯：同一の医療保険に加入する家族

保　険　者： 医療保険制度を運営・実施している健康保険組合、全国健康保険協会（協会
けんぽ）、共済組合、国民健康保険組合等

被 保  険  者： 医療保険に加入している本人

被 扶  養  者： 被保険者に扶養されている家族

標準報酬月額： 毎月支払われる給与の額をもとに決定される金額で、健康保険料の算出等
に使用する

課 税  所  得： 所得税の対象になる所得
 収入から必要経費や所得控除等を差し引いたもの

健 康  保  険： 会社員とその家族が対象となる医療保険
 全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）と、組合管掌健康保険（組合

健保）がある

共 済  組  合： 公務員および私立学校教職員とその家族が対象となる医療保険

国民健康保険（国保）： 健康保険や共済組合等の適用を受けない自営業者や
 未就業者等すべての人が対象となる医療保険

長期にわたってお薬の使用が必要な真性多血症の場合、経済的な不安から治療をためらう方も

いらっしゃるかもしれません。しかし、日本には、治療を受ける患者さんの経済的な負担を軽減する

ため、高額療養費制度をはじめとする医療費助成制度があります。

この冊子では、高額療養費制度の利用方法や、利用した際の自己負担額、ベスレミを使用する際に

かかる医療費の事例等を紹介しています。

この冊子をご活用いただき、経済的な不安を少しでも軽減いただければと思います｡

本冊子は、2025年1月時点における制度に基づいています。
ここで紹介する制度は、加入されている医療保険、市区町村によって内容が異なる場合があります。 
詳しくは、ご加入の医療保険（健康保険証をご確認ください）にお問い合わせください。

監修 ： 社会保険労務士法人ＮＡＧＡＴＯＭＯ  社会保険労務士／医療労務コンサルタント 代表社員　長友 秀樹 先生
参考 ： 厚生労働省保険局「高額療養費制度を利用される皆さまへ（平成30年8月診療分から）」
　　　https://www.mhlw.go.jp/content/000333280.pdf（2025年1月閲覧）
　　　厚生労働省「後期高齢者の窓口負担割合の変更等（令和３年法律改正について）」
　　　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/newpage_21060.html（2025年1月閲覧）
　　　全国健康保険協会「高額な診療が見込まれるとき」
　　　https://www.kyoukaikenpo.or.jp/g3/sb3020/r151/（2025年1月閲覧）
　　　国税庁「医療費を支払ったとき」
　　　https://www.nta.go.jp/publication/pamph/koho/kurashi/html/04_1.htm（2025年1月閲覧）

用語の説明

医療保険による給付

医療費総額

高額療養費制度を利用した場合のひと月の医療費（イメージ）

高額療養費
自己
負担
上限額

窓口で支払う自己負担額

（1～3割）

自己負担上限額を超えた分が
「高額療養費」として払い戻される 最終的な自己負担額
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あなたは 69歳以下 ですか？  70歳以上 ですか？ 収入はどれくらいですか？
→ 年齢、収入で自己負担上限額が異なります。

❶

P.5参照

● 70歳以上の方

年収約1,160万円～
（標準報酬月額83万円以上） 3割 252,600円＋（医療費－842,000円）×１%

現役
並み

一般

住民税
非課税
等2）

カ

年収約770万円～約1,160万円
（標準報酬月額53万円以上） 3割 167,400円＋（医療費－558,000円）×１%キ

年収約370万円～約770万円
（標準報酬月額28万円以上） 3割 80,100円＋（医療費－267,000円）×１%ク

年収156万円～約370万円
（標準報酬月額26万円以下） 1割/2割4）ケ

Ⅱ 住民税非課税世帯 1割/2割5）コ

Ⅰ 住民税非課税世帯3） 1割/2割5）サ

所得区分 自己負担割合
外来（個人ごと） 世帯ごと

被保険者の収入の目安
１ヵ月の自己負担上限額

ベスレミによる治療を受ける方は、高額療養費制度の対象となる場合があります。
あなたの自己負担がどのくらい軽減されるのか、確認しましょう。

高額療養費制度の自己負担上限額は年齢や収入によって異なります。
70歳以上の方には、外来だけの上限額も設けられています。

1） 「区分ア」または「区分イ」に該当する場合、市区町村民税が非課税であっても、標準報酬月額での「区分ア」または「区分イ」の該当と
なります。

2） 現役並み所得者（区分カ・キ・ク）に該当する場合は、市区町村民税が非課税等であっても現役並み所得者となります。
3） 被保険者とその扶養家族すべての方の収入から必要経費や所得控除等を差し引いた後の所得がない場合に該当します。
4） 70 ～74歳は2割、75歳以上で課税所得が28万円以上かつ「年金収入＋その他の合計所得金額＊」が単身世帯では200万円以上、
複数世帯では合計320万円以上の方は2割、これらに該当しない75歳以上の方は1割の自己負担となります。

5） 70 ～ 74歳の方は2割、75歳以上の方は1割の自己負担となります。

＊事業収入や給与収入等から必要経費や所得控除等を差し引いた金額

● 69歳以下の方

年収約1,160万円～
（標準報酬月額83万円以上） 3割 252,600円＋（医療費－842,000円）×１%ア

年収約770万円～約1,160万円
（標準報酬月額53万～ 79万円） 3割 167,400円＋（医療費－558,000円）×１% イ

年収約370万円～約770万円
（標準報酬月額28万～ 50万円） 3割 80,100円＋（医療費－267,000円）×１% 

57,600円 

35,400円 

ウ

～年収約370万円
（標準報酬月額26万円以下） 3割エ

3割オ

所得区分 自己負担割合 １ヵ月の自己負担上限額（世帯ごと）被保険者の収入の目安

住民税非課税者1）

あなたには同じ医療保険に加入している家族がいますか？
→ いる場合、家族の医療費を合算し、自己負担を軽減できる可能性があります。（世帯合算）

❸
P.7参照

ベスレミを4ヵ月以上継続していますか？
→ 継続している場合、自己負担をさらに軽減することができます。（多数回該当）

❷
P.6参照

※被扶養者の場合、被保険者の収入によって決定されます。

あなたが該当する所得区分（ア～サ）を上の図で確認し、
P.5の自己負担上限額を確認してください。

69歳以下

住民税
課税あり

住民税
課税なし

70歳以上

住民税
課税あり

年収
約370万円
以上

年収
156～

約370万円

住民税
課税なし

世帯全員の
課税所得が
ない
年金収入

80万円以下等

左に
当てはまら
ない方

外来のみ
⇒ サC

外来のみ
⇒ ケA

カ～クの
いずれか

外来のみ
⇒ コC

入院した
⇒ サE

入院した
⇒ ケB

入院した
⇒ コD

年収によって
区分されて
います

ア～エの
いずれか
年収によって
区分されて
います

オ

 18,000円A 年間上限 144,000円

C  8,000円

B  57,600円

D  24,600円

E  15,000円

べスレミによる治療と高額療養費制度 自己負担上限額

（ ）

69歳以下 70歳以上
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多数回該当の自己負担上限額（イメージ）

70歳以上の方について、外来の自己
負担額を個人ごとに合算した額に、
70歳以上の方の外来における負担
の上限額をそれぞれ当てはめ、差額
を支給。

70歳以上の方の入院分の窓口での
負担額と、❶によってもなお残る自己
負担額とを合計した額に、70歳以上
の方の世帯における負担の上限額を
当てはめ、差額を支給。

69歳以下の方の窓口での負担額と、
❷によってもなお残る自己負担額を
合計した、世帯全体の自己負担額に、
世帯全体における負担の上限額を
当てはめ、差額を支給。

多数回該当 ・世帯合算

高額療養費制度には、さらに医療費の負担を軽減する仕組みとして、「多数回該当」と「世帯　合算」があります。

1人１回分の窓口負担では自己負担上限額を超えない場合でも、複数の受診や、同じ世帯にいる同じ
医療保険に加入している方の1ヵ月の医療費を合算して申請することができます。

１つの医療機関での自己負担額が「21,000円以上」 （医科入院、医科外来、歯科入院、歯科外来は分けて計算）
の場合に合算できます。薬局で支払った自己負担額は処方せんを交付した医療機関に含めて計算します。その
合算額が自己負担上限額を超えたときは、高額療養費として超えた金額の支給を受けることができます。

過去12ヵ月以内に3回以上、自己負担上限額に達した場合は、4回目から「多数回」該当となり、自己
負担上限額が下がります。

● 69歳以下の方

252,600円＋（医療費－842,000円）×1% 

167,400円＋（医療費－558,000円）×1% 

80,100円＋（医療費－267,000円）×1% 

57,600円 

35,400円 

140,100円

93,000円

44,400円

44,400円

24,600円

年収約1,160万円～ 

年収約770万円～約1,160万円

年収約370万円～約770万円 

～年収約370万円

住民税非課税者

被保険者の収入の目安 3回目までの自己負担上限額

多数回該当 世帯合算

4回目以降の
自己負担上限額

● 70歳以上の方

● 69歳以下の方のみの世帯の場合

自己負担額の条件はなく、同じ月で世帯すべての自己負担額を合算します。その合算額が自己負担上限額を
超えたときは、高額療養費として超えた金額の支給を受けることができます。

● 70歳以上の方のみの世帯の場合

以下の手順で自己負担額を合算し、その合計が世帯全体の自己負担の上限を超えないようにしています。
● 70歳以上と69歳以下の方が同世帯の場合

❶

❷

❸
252,600円＋（医療費－842,000円）×1% 

167,400円＋（医療費－558,000円）×1% 

80,100円＋（医療費－267,000円）×1% 

57,600円 

140,100円

93,000円

44,400円

44,400円

年収約1,160万円～ 

年収約770万円～約1,160万円

年収約370万円～約770万円 

～年収約370万円

被保険者の収入の目安 3回目までの自己負担上限額 4回目以降の
自己負担上限額

※70歳以上で「住民税非課税」の区分の方については、多数回該当の適用はありません。

※保険者が変更になる場合や、
　退職して被保険者から
　被扶養者に変わった場合は、
　多数回該当の月数は
　リセットされます。

9月7月 8月6月5月4月3月2月1月

7回目6回目5回目4回目3回目

2回目
1回目

高額療養費

自己負担額

4回目以降の
自己負担上限額

自己負担上限額

＜例＞父母（70歳・被扶養者）、子（40歳・被保険者）の３人世帯の場合

母 70歳
（外来）

父 70歳
（外来）

父　70歳
（入院）

子　40歳

窓口負担
（医療費の1～3割）

高額療養費

窓口負担
（医療費の1～3割）

高額療養費

窓口負担
（医療費の3割）

高額療養費

自己負担額

世帯での自己負担額

（外来）

自己負担額
（外来）

自己負担額
（外来）

自己負担額
（入院）

自己負担額
（入院） （子）

自己負担額
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高額療養費の支給

高額療養費の請求

高額療養費の請求

高額療養費の支給

高額療養費制度の利用方法 その他の医療費助成制度

高額療養費制度のご利用方法は２つあります。
保険者によっては、自動的に払い戻される場合もあります。

高額療養費制度以外にも、医療費の負担を軽減できる制度があります。

1. 医療機関の窓口での支払いを自己負担上限額までとする方法

2. すでに支払った医療費について、事後に自己負担上限額の超過分を払い戻す方法

一部の健康保険組合などで独自に設定している、高額療養費に上乗せして医療費を払い戻してくれる
制度です。制度の有無や給付額は医療保険によって異なります。医療機関等の窓口でマイナ保険証（健康保険証利用登録を行ったマイナンバーカード）を提示し、

「限度額情報の表示」に同意します。

70～74歳の方のうち、所得区分が一般の方および現役並みのうち年収が1,160万円以上の方は、「高齢受給者証」と「健康保険証」
の提示のみで、医療機関の窓口での負担が自己負担上限額までとなります。
75歳以上の方には、「医療保険証」と「高齢受給者証」の機能が１つになった「後期高齢者医療被保険者証」が発行されます。 
※健康保険証は令和6年12月2日に廃止されます。お手元の健康保険証は、廃止された後も最大1年間有効です。

付加給付制度

●マイナ保険証を利用する場合

あらかじめ「限度額適用認定証」または「限度額適用・標準負担額減額認定証」の交付を受け、
「健康保険証」とともに医療機関等の窓口に提示します。

●限度額適用認定証等を利用する場合

ご加入の医療保険お問い合わせ先

ご加入の医療保険、お住いの市区町村の窓口、病院の医事課　等お問い合わせ先

世帯内で同じ医療保険に加入している方について、毎年8月1日から1年間に支払った医療保険と介護
保険の自己負担額を合算し、基準額を超えた場合に、その超えた金額を支給する制度です。
高額療養費制度が「月」単位で負担を軽減するのに対し、合算療養費制度は、こうした「月」単位での負
担軽減があっても、なお重い負担が残る場合に「年」単位でそれらの負担を軽減する制度です。

高額療養費の支給対象となった診療月以降に、ご加入の医療保険で定められた申請書に記入の上、払い
戻しを申請します。払い戻しには3ヵ月ほど要します。診療を受けた月の翌月から２年間は、さかのぼって
申請することができます。

高額医療・高額介護合算療養費制度（介護保険を利用されている方）

ご加入の医療保険、お住いの市区町村の窓口お問い合わせ先

その年の1月1日から12月31日までの間に支払った医療費＊が10万円（または所得の合計額が200万円
までの方は所得総額の5％のいずれか少ないほう）を超えた場合、確定申告することで、超過支払い分の
医療費が課税対象の所得から控除され、税金の一部が還付される制度です。

医療費控除制度

税務署お問い合わせ先

医療保険（保険者）病院

・ マイナ保険証等の提示
・ 自己負担上限額までの
 医療費支払い

医療保険（保険者）病院

医療費の支払い

※協会けんぽや国民健康保険には付加給付はありません。

＊保険金などで補てんされる金額を差し引いた金額

高額療養費 付加給付

自己負担額上限額

自己負担額

高額療養費 自己負担額

独自の自己負担上限額を設定する医療保険の場合、
差額が付加給付として支給される
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高額療養費　自己負担額  シミュレーション　～事例①～

べスレミ皮下注250μgシリンジを2回投与したので
　　べスレミの治療費 545,174円
　　3割負担の場合の支払額 163,550円
69歳以下、年収約370万円～約770万円なので（P.5 区分ウ 参照）
　　自己負担上限額 80,100円＋(医療費－267,000円)×１%
 ＝ 80,100円＋(545,174円－267,000円）×１%
 ＝ 82,882円

べスレミの患者さん向けwebサイトでは、
べスレミの治療状況やあなたの年齢、年収から
自己負担額をシミュレーションできます。

高額療養費
支給額

自己負担額

投与回数（回目）

ベスレミ投与量（μg）

1

100

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 242

150

250 μgシリンジ

3

200

4

250

5

300

6

350

7

400

8

450

9

500

1ヵ月目

500 μgシリンジ

2ヵ月目 3ヵ月目 4ヵ月目 5ヵ月目 6ヵ月目 7ヵ月目 8ヵ月目 9ヵ月目 10ヵ月目 11ヵ月目 12ヵ月目

44,400円 44,400円 44,400円

69歳以下、
年収500万円

Aさんの場合 自己注射開始4ヵ月目より
多数回該当により
上限額が下がります
（P.6参照）

通院での注射開始

治療期間

自己負担上限額の計算方法（例：1ヵ月目の場合）

● 2週間に1回の通院
● べスレミ皮下注
 250μgシリンジ×
 1本/回 使用

べスレミは通常、2週間に1回（1ヵ月に2回）、皮下に注射します。投与量は1回100 μgから開始  し＊1、患者さんの状態をみながら増減していきます。
べスレミには250 μgシリンジと500 μgシリンジの2種類があり、お薬の価格が異なります。
また、最初は通院で注射を受けていただきますが、その後、病院でのトレーニングを受けていただき、  医師が可能と判断した場合は、ご自宅での自己注射で治療を続けることができます。
べスレミの治療を行う場合の医療費の自己負担額をシミュレーションしてみましょう。

＊1 他の細胞減少療法の治療薬を使用している患者さんでは、50 μgから開始します。

ベスレミ投与量増加に伴い
シリンジ用量を変更

● 2週間に1回の通院
● べスレミ皮下注
 500μgシリンジ×
 1本/回 使用

● 3ヵ月＊2に1回の通院の場合
● 1回の通院で6本のべスレミを処方
● べスレミ皮下注500μgシリンジ×
 1本/回 使用

処方期間分をまとめて支払うため、
医療費の負担額が軽減されます

＊2 病状等を鑑みた医師の判断や地域の保険診療制度により、通院頻度は患者さんごとに異なります。

※2025年2月現在の薬価で計算しています。
　医療費はべスレミの薬剤費のみで計算しており、診療費等は含んでいないため､おおよその額になります。
　　ベスレミ皮下注250μgシリンジ　272,587円/本
　　ベスレミ皮下注500μgシリンジ　518,246円/本

82,882円 82,882円 87,795円
44,400円 44,400円
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高額療養費　自己負担額  シミュレーション　～事例②～

べスレミ皮下注250μgシリンジを2回投与したので
　　べスレミの治療費 545,174円
　　1割負担の場合の支払額 54,520円
70歳以上、年金収入150万円、外来のみなので（P.5 区分コC 参照）
　　自己負担上限額 8,000円

べスレミの患者さん向けwebサイトでは、
べスレミの治療状況やあなたの年齢、年収から
自己負担額をシミュレーションできます。

＊2 病状等を鑑みた医師の判断や地域の保険診療制度により、通院頻度は患者さんごとに異なります。

※2025年2月現在の薬価で計算しています。
　医療費はべスレミの薬剤費のみで計算しており、診療費等は含んでいないため､おおよその額になります。
　　ベスレミ皮下注250μgシリンジ　272,587円/本
　　ベスレミ皮下注500μgシリンジ　518,246円/本

高額療養費
支給額

自己負担額

投与回数（回目）

ベスレミ投与量（μg）

1

100

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 242

150

250 μgシリンジ

3

200

4

250

5

300

6

350

7

400

8

450

9

500

1ヵ月目

500 μgシリンジ

2ヵ月目 3ヵ月目 4ヵ月目 5ヵ月目 6ヵ月目 7ヵ月目 8ヵ月目 9ヵ月目 10ヵ月目 11ヵ月目 12ヵ月目

75歳、
年金収入150万円、

外来のみ

Bさんの場合

治療期間

自己負担上限額の計算方法（例：1ヵ月目の場合）

自己注射開始
● 3ヵ月＊2に1回の通院の場合
● 1回の通院で6本のべスレミを処方
● べスレミ皮下注500μgシリンジ×
 1本/回 使用

処方期間分をまとめて支払うため、
医療費の負担額が軽減されます

通院での注射開始
● 2週間に1回の通院
● べスレミ皮下注
 250μgシリンジ×
 1本/回 使用

ベスレミ投与量増加に伴い
シリンジ用量を変更

自己負担上限額は変わりません

● 2週間に1回の通院
● べスレミ皮下注
 500μgシリンジ×
 1本/回 使用

70歳以上で「住民税
非課税」の区分のため、
多数回該当の適用は
ありません

べスレミは通常、2週間に1回（1ヵ月に2回）、皮下に注射します。投与量は1回100 μgから開始  し＊1、患者さんの状態をみながら増減していきます。
べスレミには250 μgシリンジと500 μgシリンジの2種類があり、お薬の価格が異なります。
また、最初は通院で注射を受けていただきますが、その後、病院でのトレーニングを受けていただき、  医師が可能と判断した場合は、ご自宅での自己注射で治療を続けることができます。
べスレミの治療を行う場合の医療費の自己負担額をシミュレーションしてみましょう。

＊1 他の細胞減少療法の治療薬を使用している患者さんでは、50 μgから開始します。

8,000円 8,000円 8,000円 8,000円 8,000円 8,000円 8,000円 8,000円
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Q ＆ A

保険適用される診療に対し、患者さんが支払った自己負担額が対象となります。
医療にかからない場合でも必要となる「食費」「居住費」、患者の希望によってサー
ビスを受ける「差額ベッド代」「先進医療にかかる費用」等は、高額療養費の支給の
対象とはされていません。 

どのような医療費が、高額療養費制度の支給の対象となりますか？
Q1

各医療保険の自己負担上限額は共通です。ただし、一部の健康保険組合などでは、
独自の「付加給付」として、この共通の額よりも低い自己負担上限額を設定している
ところもあります（P.9参照）。

自己負担上限額は、加入している医療保険によって変わりますか？
Q2

受診した月から少なくとも３ヵ月程度かかります（P.8参照）。

高額療養費を申請した場合、
支給までにどのくらいの時間がかかりますか？Q3

診療を受けた月の翌月1日から２年間の高額療養費であれば、過去にさかのぼって
支給申請することができます（P.8参照）。2年を過ぎてしまうと、申請ができなく
なってしまうため注意してください。

支給申請はいつまでさかのぼって行うことが可能ですか？
Q4

「高額療養費貸付制度」により、支給額の8割程度＊を無利子で借りることができ
ます。提出書類については、ご加入の医療保険にお問い合わせください。
＊ご加入の医療保険によって異なる場合があります。

限度額適用認定証等がなく、支払いが難しくなったときは
どうすればよいですか？Q5

同じ月の自己負担であれば、69歳以下の方は窓口負担が21,000円以上のもの
について、70歳以上の方は窓口負担の額にかかわらず、それらを合算することが
できます（P.7参照）。

ほかの科/病院を受診している場合は医療費として合算できますか？
Q6

高額療養費の給付と民間の医療保険の保険金は両方受け取ることができます。

高額療養費制度と民間保険会社の医療保険等は併用できますか？
Q7

真性多血症は悪性新生物に分類され、がん保険が適用されることがあります。
※がん保険によって異なる場合があるため、ご加入の保険会社にお問い合わせください。

民間のがん保険に加入していますが、
真性多血症はがん保険が適用されますか？Q8

医療費控除とは、所得税や住民税の算定において、自己または自己と生計を一に
する配偶者その他の親族のために医療費を支払った場合に受けることができる、
一定の金額の所得控除のことを言い、保険給付の一種である高額療養費とは別の
制度です（P.9参照）。

高額療養費制度と医療費控除制度はどう違うのでしょうか？

Memo

Q9


